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行動規範
（2017年8月現在）
医療、工業やセキュリティ用途の業界をリードするイメージング技術開発に全力で取り組む企業として、Varexは倫理的な商慣習を最優先事項としてきました。あらゆる取り組みにおいて、私達は正しい行いをすることで業績を上げようと努力してきました。これは、当社が運営するあらゆる場所の準拠法を準拠し、倫理的に責任をもち、敬意を払って行動することを意味しています。また、このことを承知の上で、当社の企業ミッションを遂行する上で、成功し、世界をより良い場所とし、より高い基準を自分達に課すことを望んでいるということも意味しています。
Varexでは、倫理は取締役会とシニアマネジメントのあるトップから始まると信じています。当社のコミットメントは、当社の全従業員、ビジネスパートナーと利害関係者にまで及びます。Varexでは、この行動規範に基づく慣行に端を発する倫理的な言動を非常に重要視しています。当社ではこの行動規範を作成し、問題が起こる可能性のある日々の事業活動へのガイダンスを提供しています。行動規範ガイダンスには特定の行動の容認の是非を規定する場合や、不正のように見える行為や不正行為を回避できるように予防手段を提供する場合があります。本行動規範は、Varexの事業に適用されるあらゆる法律や規則を説明しようとするものでも、特定分野に対してさらなるガイダンスを提供するVarex全社の会社方針を把握しようとするものでもありません。Varex従業員とビジネスパートナーは、当社事業に適用される法規則を読んで理解することに責任を持ち、いかなる地域における変化を含む、Varexの会社方針を遵守することに責任を持つものとします。遵守できなかった場合、解雇を含む懲戒処分に処される場合があります。最終的に、当社の成功は本行動規範への準拠だけではなく、私達全員の仕事がもたらす誠実さ、公正さ、健全さ、良識と判断力にかかっています。
コンプライアンスはVarexの全従業員が所有するものです。最高水準の健全性を持つ企業としての当社の評判は非常に重要です。倫理的コンプライアンスへの当社のコミットメントは「防御」手段ではなく、多くの方法で当社の成長を可能とし、企業として成功するための競争における利点であると、私は確信しています。そしてもちろん、正しいことなのです！


Sunny Sanyal
最高経営責任者
Varex Imaging Corporation
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注意　Varex Imaging Corporationとその世界中の子会社は、本行動規範において、「会社」または「Varex」と称されます。　「取締役会」とはVarexの取締役会を指します。
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Varexが正しいことをするのを確保するのに責任を持つのは
· Varexの取締役会のメンバー、役員とその他の従業員。
· 子会社と支配下にある関係会社： Varexが50%以上の議決権を所有するか、企業を支配する権利を有する企業で、行動規範およびVarexのコンプライアンスに関する方針を採用・遵守する義務を負う。
· 会社を代表するサードパーティ（「ビジネスパートナー」）： 代理店、コンサルタント会社、販売代理店、営業販売員、独立請負業者、サプライヤーとジョイントベンチャーや戦略的パートナーは必ず下記を行わなければなりません：
· 行動規範の倫理基準を遵守することに同意する。
· 該当するコンプライアンスに関する方針要件に関する情報と教育を提供する。
· Varexのコンプライアンスに関する方針の関連側面を理解し、遵守する。
従業員がすべきこと
会社の方針を理解し、遵守する
· あなたの仕事に適用されるVarexの倫理と法的基準に関するあなたの知識と理解を定期的に見直す。本行動規範に記載のガイドラインや要件を拡張するにつれて、会社の方針を見直し、その国の特例事項を理解する。
· 適用方針やその国の特例事項に関して、Varexの社内イントラを確認するか、現地人事部（「HR」）や法的代理人に尋ねる。
· 適用されるコンプライアンストレーニングセッションへ参加し、タイムリーにオンライントレーニングを修了する。
· 毎日の業務遂行において、行動規範の倫理基準を守り、行動規範をサポートする方針、手順やプラクティスに従う。
· 毎日の事業活動において、最高水準の法的および倫理的基準を維持につながる職場環境に貢献する。
· 短期目標のために、コンプライアンスと倫理に対するVarexのコミットメントを絶対にないがしろにしない。
事前に予防する
· 適切な措置が明確でない場合、助けを求める。質問を尋ねることを恐れない。
· いかなる従業員、取締役や会社を代表して行動するサードパーティによる行為が違法または行動規範やその他の会社の方針や手順に違反している場合、注意喚起する。
· 潜在的な違反は直ちに報告する（下記の「アドバイスを求め、不安を提起する方法」のセクションを参照）。
マネージャーと役員がすべきこと
従業員への期待に加え、マネージャーと役員は下記ステップを講じ、コンプライアンスに関する問題を予防、検知、対処しなければなりません：
· 言葉と行動で模範を示す。
· 個人的にコンプライアンスに対する取り組みを主導し、倫理的行動を奨励する。
· 従業員がその倫理的責任を理解し、報復を恐れることなく良心に基づいて不安を提起できる文化を創造する。
· 「ドアを開いたまま」にする：従業員がどんな不安でも共有できるように奨励する。
· 従業員を評価し、報酬を提供する際に、コンプライアンスに関する取り組みを考慮する。
· 毎日の業務遂行に関して、明確なガイドラインを従業員に提供する。
· コンプライアンスに関するトレーニングに従業員が出席し、タイムリーに修了するように推進する。
· コンプライアンスに関する問題や従業員の不安を、適切なチャネルを通じて直ちに報告する。自分自身で問題を調査しようとしない。
· 会社の調査に協力する。必要に応じて、あらゆる関連従業員や書類が利用できるようにする。
· 業績は絶対に倫理的行動よりも重要ではないことを従業員に確実に理解させる。
アドバイスを求め、不安を提起する方法
当社では、全従業員、役員、取締役会メンバーやビジネスパートナーが、法律、行動規範、倫理的な事業基準、会計や監査に関する基準あるいはVarexの方針に対する潜在的な違反について、質問や不安を直ちに進み出るように奨励しています。また、行動規範、会社の方針や準拠法や規則の要件の下、自分達の責任に関して確信が持てない場合、適切なガイダンスを求めるようにも奨励されます。報告された情報を徹底的に調査するという会社のニーズと、準拠法、規則や法的手続きに起因する義務を考慮し、Varexはこのような報告を公正かつ客観的に取り扱い、報告を合理的に可能な限り秘密厳守で扱うものとします。
Varexの秘密厳守ホットラインはオンラインと電話報告サービスで、独立私企業によって運営されています。このサービスが利用できる場所で、質問の提起や不安の報告用に使用可能で、毎日24時間アクセスできます。ホットラインへのアクセスに関する詳細情報は、Varex社内および外部ウェブサイトで利用可能で、Varex所在地にも掲示してあります。
不安や苦情のある従業員は、現地スーパーバイザー、マネージャー、HR部門やコンプライアンスリーダーに直ちに報告することが奨励されます。報告方法は国によって異なります。従業員は、特定のタイプの事件に関してどのように誰に報告すべきか、さらなる指示を求めて、ホットラインに電話しても良いでしょう。
匿名で報告することもできますが、より徹底した調査が可能となるので、報告時に身元情報を提供するよう奨励されます。身元情報提供に抵抗がある場合で、現地法で許される場合、自分の身元を開示せずに報告することが許されます。
重要：特定の国の個人に関しては、現地法により、ホットラインシステムを通じて報告できるのは会計と監査に関する不安のみとなっています。職場での問題を報告したい場合、現地マネジメントまたはHRあるいは法務部代表に連絡して下さい。
	質問：ホットラインに連絡したらどうなりますか？
回答：ホットラインを通じて、あなたが求めているいかなる情報や報告した不安は直ちに秘密厳守で取り扱われます。ホットラインに電話した場合、Varex社員ではないプロのインタビュアーにより詳細が書面で記録されます。ホットラインを通じて集められた全情報は、調査のために適切なVarex部門へ送信されます。現地の法的要件に一致する適切な調査員が、報告された違法または非倫理的な言動の疑惑について調査します。完全な調査ができる範囲で、プライバシーに関する方針に合致する範囲で、調査に関わる人数は限定されます。調査が進むにつれて、追加情報の提供や質問に回答するように求められる場合があります。あなたが提供する情報は、あなたの質問に回答するため、あるいは報告された問題を調査するために必要な場合にのみ使用されます。法的要件を遵守するため、あるいはVarexの法的利害を守るために、情報を現地の警察やその他の当局と共有する場合もあります。



	状況：　同僚が非倫理的言動に関与している可能性があるとあなたは疑っています。証拠がないため、あなたは何か言うべきかどうか分からないでいます。あなたの疑いが間違っているとしても、同僚がトラブルに巻き込まれるのではないかあなたは心配しています。
すべきこと：　あなたの管轄により、上記に記載の1つ以上のリソースを使い、できるだけ早く問題を提起して下さい。あなたが提供する情報は、状況を調査するために必要な場合にのみ使用されます。　間違っていると証明された報告を含む、潜在的な不履行や非倫理的言動のあらゆる報告を調査することは、Varexの倫理コンプライアンスプログラムの健全性の維持に役立ちます。


違反と報復
Varexは行動規範への違反に対して一切容赦しない方針をとっています。違反は重く扱われ、準拠法に従い、解雇を含む懲戒処分の理由となる場合もあります。全従業員は質問や不安を提起するように奨励されています。
Varexでは、法、規則、行動規範や会社方針への違反に関して、誠意に基づき不安を報告した人物に対する報復行為は禁止しています。他の従業員に害を与えたり、中傷しようと試みることを含む報復行為や誠意に基づかない報告をした場合、準拠法に基づき、解雇を含むそれ以下の懲戒処分となる場合があります。
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準拠法規則の卓越性
Varex従業員は世界中に存在し、多くの異なる国の市民です。その結果、当社の運営は、多くの国、地域、州、市や組織の法律の影響を受けています。準拠法を遵守できない場合、重大な民事責任あるいは刑事責任さえ問われる結果となる場合があり、当社の資産や評判を損なう可能性もあります。
現在の規制環境では、全従業員およびマネージャーが規制に対する卓越性を意識し、その知識を豊富に持ち、真剣に取り組むことを要求しています。2か国あるいはそれ以上の国の準拠法において対立する場合がある例もあります。 対立に遭遇した場合、対立を適切に解決する方法を理解するため、Varex法務部の適切な担当者に相談することが特に重要です。
あなたの特定の部署や部門で、その事業に特有の独自の方針、手順やガイドラインを発行する場合もあります。行動規範に記載の方針、手順やガイドラインに加え、そのような方針、手順やガイドラインにも従わなければなりません。事業方針、手順やガイドライン、行動規範やその他の法的要件の中で対立がある場合、最も厳しい基準を適用します。様々な方針やガイドラインの中に対立を見つけたら、マネジメントチームまたはVarex法務部門あるいはコンプライアンス部門へ注意喚起して下さい。
製品の安全性と品質
Varexが提供する製品やサービスにおいて、安全が最も重要です。市場でポジティブな違いをうむような製品の設計、製造、提供に関わる、あらゆる法的および規制要件に見合う製品を製造することが、Varexの責任です。
Varexでは、政府省庁ガイドライン、顧客の検査、試験や品質基準に見合う製品を設計・製造しています。私達はこのような基準に見合うために必要な試験や情報管理を実施しており、このような試験における必要な書類を提供しています。いかなる政府省庁や顧客に対して、故意に不正な試験やその他のデータを提出することは法律および会社の方針に違反しています。
さらに、Varexでは当社製品に関わる苦情や安全事故に関する情報を収集し、報告しています。該当従業員は全員、苦情対応トレーニングを受け、事故発生時に事故を報告する義務があります。
国によっては、該当従業員は、当社製品に関わる苦情や安全事故を政府機関（例、規制機関、消費者機関や警察機関）へ報告する義務がある場合もあります。質問がある場合、規制部門に連絡して下さい。
ヘルスケア専門家との関係
ヘルスケア専門家とは、ヘルスケアサービスの患者への提供に関わる個人や団体であり、ある会社の製品やサービスへ影響を与え、購入、リース、推奨、使用、購入やリースの手配、処方箋を行う個人や団体です。ヘルスケア専門家の例を挙げると、医師、看護師、病院や医療事務所のスタッフ、患者と接触するその他の人物が含まれます。
ヘルスケア専門家と誠実かつ建設的な関係を築くことは、ヘルスケアコミュニティのニーズを理解するために欠かせません。このような関係は、Varex全従業員や代理店が意識すべき厳しい規制（国によって異なる）の影響を受けます。
あなたの業務によりヘルスケア専門家と接触しなければならない場合、このような交流が(a)有効な事業目的であり、(b)ヘルスケア専門家との交流に関する法律、規則やVarexの方針に合致しており、(c) ヘルスケア専門家が行う医療的決断に（事実であっても、そのように見えても）影響を与えないことを確認して下さい。
国によっては、Varexはヘルスケア専門家へ提供されたあらゆる支払いや高価な物の譲渡を報告する義務があります。かかる支払いに関して正確かつ完全に記録するための現地方針や手順には必ず従って下さい。質問があれば、法務部門やコンプライアンス部門に相談して下さい。
質問：私は米国外で働いています。ここでコンサルティングを行うため、米国認定医師を雇用したいと考えています。この医師への支払いを報告しなければなりませんか？
回答：もちろん、コンサルティング（あるいはその他のサービス）が実施される国に関わらず、Varexあるいはその関連会社が支払う米国ヘルスケア専門家への支払―現金あるいはその他―は全て報告しなければなりません。このような支払いの報告方法について、法務部門またはコンプライアンス部門に連絡して下さい。これはその他の国にも適用されます。

質問： 私はVarex機器に関して豊富な経験を持っている医師を知っており、彼女が現職を辞して、新しい職を探していることを知りました。彼女に職を見つけてあげるために、人材採用担当者もしくはその他のコンサルタントを雇用してあげることはできますか？
回答： いいえ。医師へのサービスの提供や、病院への雇用は不適切な誘因と考えられます。
ビジネス接待
ビジネス接待（例、ギフト、食事やその他の形式の接待）の授受は、接待を誰が提供し、受けるのか、どこで提供されるのか、提供が行われる理由は何かにより、許容される場合と許容されない場合があります。ビジネス接待を政府職員やヘルスケア専門家に提供する場合は特に、賄賂防止法や汚職防止法、あるいは業界規則に違反する場合があるので、慎重に行うべきです。ビジネス接待に関して質問がある場合、Varex法務部門あるいはコンプライアンス部門に連絡して下さい。
Varex従業員は、接待が下記基準を満たしている場合に限り、直接またはサードパーティを通じて、ビジネス接待を提供または受けてもよいものとします：
· 正当なビジネス目的があり、不適切な影響や相互依存の期待を意図するものではない場合。
· いかなる法律、規則や会社方針に違反していない場合。
· 現金や現金相当物の形式ではない場合。
· 賄賂やその他の買収のための支払いとして受け取られる、あるいはそう見える可能性がない場合。
· 価格、時間や場所、頻度の点で適切である場合。
· 利害対立を生まない場合。
このような基準は、世界中どこでも適用され、たとえ接待が「ビジネスを行う1つの方法」と見なされる国でも適用されます。ビジネス接待が適切かどうか、あるいはビジネス接待に関するいかなる質問がある場合、スーパーバイザー、マネージャー、あるいは法務部門やコンプライアンス部門に連絡して下さい。
	質問：　ビジネスパートナーからのビジネス接待を断ると、侮辱ととられ、ビジネス関係を壊してしまう可能性のある国で働いています。もし不適切だと感じるようなビジネス接待を提供された場合、どうすればいいでしょうか？
回答：　どうするかを決めるため、スーパーバイザー、マネージャー、あるいはVarex法務部門やコンプライアンス部門に連絡して下さい。　Varexを代表してギフトを受け取ることは可能です。　ビジネス接待は決められた基準を満たして入れば容認されます。


賄賂とその他の汚職に関わる支払い
何らかの価値があるものをある人物に提供または授与し、その人物の観点や行動に不適切な影響を与えようとするかどうかによって、賄賂であると定義されます。ビジネスの世界では、賄賂は、不適切に判断や行為に影響を与えたり、決断に影響を及ぼしたり、顧客を獲得（あるいは維持）したり、不正な利点を得たりすることに使用されます。
賄賂やその他の買収のための支払いは、世界中で法律で禁止されています。賄賂は、現金、ギフト、接待、寄付や何らかの価値ある物である場合があります。賄賂の受渡しは、直接であっても仲介者を介していても、違法です。
密かに賄賂やその他の買収のための支払いを行うのを防ぐために、企業は正確な財務記録を保管し、会計管理をきちんと行う必要があります。
Varexでは、賄賂防止および汚職防止法の原理と実践に全力を尽くしています。全従業員とVarexを代表した活動するあらゆる当事者は、このコミットメントを着実に実行し、賄賂や買収のための支払い行為とみなされるような行為を避けなければなりません。
	状況： あるコンサルタントが通常の請求額をはるかに超えた金額の支払いを受けており、あなたが見直ししている財務記録には何の説明も記載されていないことをあなたは知りました。
すべきこと： Varex法務またはコンプライアンス部門にあなたが発見したことを報告するか、ホットラインに電話して下さい。


公正取引と競争法の遵守
公正取引とは、実際の事実を巧みに操ったり、隠ぺいしたり、虚偽の陳述をしたり、機密情報や特権情報を乱用したり、その他の同様の行為を行うことにより、不正な利益を得ないことを意味しています。 Varexは精力的、公平、かつ当社の製品とサービスという利点のみを活かして競争しています。会社の顧客、サプライヤー、競合、従業員を含む、当社の行為や関係は、公正取引および、品質、価格やサービスの公正なる競争に基づいていなければならず、該当する法律や規則を遵守していなければなりません。
当社の事業活動は、世界中のほとんどの国で競争法の影響下にあり、営業、マーケティング、購買、請負、合併買収を含む当社事業の数多くの側面に適用されます。これらの法律は公平な競争を促進し、特に下記のような反競争的協定や取り決めを禁止または制限します：
価格を固定、調整または制御する。
談合入札や不正入札を促進する。
入札仕様書の草案作成時に顧客を手伝う。
その他の市場参加者に対して競争を制限する。
価格、利益や利鞘に関して競合と情報共有する。
市場、テリトリーや顧客を配当または割り当てる。
価格やその他の競合情報に関して、いかなる非公開情報を競合と交換または共有する。
パートナーやサプライヤーと互恵取引をする。
競争法の目的は単純明快ですが、特定状況へどのように適用するかとなると複雑です。
公正取引や競合法へのコンプライアンスに関して質問があれば、法務部門に連絡して下さい。


	状況： トレードショーでのプレゼンテーション時、あなたは競合の営業担当者の隣に着席していました。 プレゼンテーションが終わり、聴衆が去った後、競合の営業担当者がある新製品に関する機密社内報告書のようなものをうっかり忘れてしまっていることに気が付きました。 このレポートは、Varexが発表しようとしている競合製品のマーケティング戦略策定の参考になる可能性があります。
すべきこと： 直ちにその状況をその営業担当者に知らせて下さい。レポートからの情報を得ようとすることは、非倫理的であり、公正な競争の原理に違反します。


取引コンプライアンス
Varexのグローバル事業の成長と成功は、国境を超える取引を容易に行おうとする私達の絶え間ぬ努力にかかっています。 数多くの国で、国家安全保障や外交政策を含む様々な理由から、輸出、輸入や国際金融取引のような国際貿易取引を統制しています。Varexは、Varexが事業を行うあらゆる国の、該当輸出入法規則や取引コンプライアンス法規則を遵守することに真剣に取り組んでいます。
国境を超えて事業を行う際、従業員はあらゆる準拠法とVarexの取引コンプライアンスに関する方針と手順を意識し、守らなければなりません。輸出規制法は、国と国との間の商品、サービスや技術の移管に関わる法律です。「制限団体」と見なされているか、貿易や金融制裁対象の企業や個人のリストを公開している国が数多くあることに注意して下さい。そのため、Varexの取引コンプライアンスプログラムでは、輸出コンプライアンス目的のためにあらゆる顧客と取引を審査することを義務付けています。さらに、グローバル制裁プログラムにより、関連輸出貿易規制の下で明確な許可を得ているか、承認を得ている場合を除き、キューバ、イラン、北朝鮮、スーダン、シリアを含む特定の国とのVarexの取引を制限または禁止しています。これらの法律は複雑で頻繁に変更されるので、従業員は常に取引コンプライアンス部門と連絡を取り、これらの国々に関する提案された事業活動に関してガイダンスを得て下さい。
関税法規則は商品の輸入を規制します。これらの法律は、適格な商品のみを輸入国へ輸入許可し、そのような商品に対して正しい金額の関税や税金を確実に課すことを目的としています。Varexでは、あらゆる輸入商品に対して、正確な製品説明、関税率コード、商業的価値、原産国を維持・報告しなければなりません。従業員は、輸出入ライセンス、船積書類、輸入書類、保持要件の報告と記録に関するあらゆる規則に従わなければなりません。
サプライヤーとの関係とサードパーティとの取引
数多くの場面で、VarexはVarexのために商品やサービスを提供する個人や企業を雇用しています。サプライヤーやサードパーティの行為や活動はVarexに起因すると考えられます。汚職防止法では、Varexが行った行為と、Varexのために誰かが行った行為との間に必ずしも違いがあるとはしていないので、Varexはそのビジネスパートナーが行った行為に対しても法的責任を負わなければならない場合があります。これらの理由から、Varexでは、サプライヤーとサードパーティとの取引時に、雇用決定する前に、デューデリジェンスの実行と汚職防止トレーニングの実施を含む、特定の手段を講じなければなりません。
サプライヤーやサードパーティを雇用する際に質問がある場合、法務部門やコンプライアンス部門に連絡して下さい。
[bookmark: _Toc327463880][bookmark: _Toc332644676]マネーロンダリングの予防
マネーロンダリングとは、資金の出所の開示、使用や税金の支払を回避するために資金の出所を隠蔽する行為です。現在、100か国以上で、マネーロンダリングに対する法律を設けています。このような法律は犯罪行為の収益に関わる取引を禁じています。テロリズム、違法な麻薬取引、税回避や不正行為など犯罪行為に関わる人々は、犯罪の収益を隠し、あるいは合法的な収益と見せかけるために出所を隠そうとします。これに関連して、時に逆マネーロンダリングと呼ばれる懸念事項では、テロリスト活動に資金提供するために合法的な資金を使います。
Varexでは、世界中のあらゆるマネーロンダリング防止法やテロリズム防止法に遵守することに真剣に取り組んでいます。当社では、合法的な資金源から出た資金を使い、合法的な事業活動に関わる評判の高い顧客のみと事業を行います。従業員は、違法行為の隠蔽や、問題になるような取引の汚れた収益や資産とみなされるような取引への関与は避けなければなりません。いかなるベンダー、サプライヤー、請負業者、再販業者、代理店、顧客やその他のサードパーティと事業を開始する前に、必要なデューデリジェンスに関して質問があれば、法務部門やコンプライアンス部門に相談して下さい。奇妙な構造の取引には特に慎重に対処して下さい。Varexのリスクとなるような顧客との関係や取引を検知できないと、当社の健全性と評判を大いに損なう可能性があります。
	状況： 欧州連合のVarexのある顧客が、かなり大金の手付金を伴う大口注文を発注してきました。この注文はキャンセルされ、顧客はラテンアメリカにあるいくつかの銀行口座に資金を返金するように要求してきました。心配すべきでしょうか？
すべきこと： もちろん、取引が取引とは関係ない国や団体への資金移管に関わる場合、心配すべきです。 サードパーティへの資金移管の要求も懸念材料であり、取引の合法性を確認するため調査しなければなりません。 取引を実施する前に、法務部門やコンプライアンス部門に相談して下さい。




職場の同僚
職場と相互尊重
ハラスメントといじめ
公平な雇用
健康と安全
従業員と顧客データに関するプライバシー
職場と相互尊重
Varexでは、当社の従業員を最大の強みと考えています。従業員が評価され、チームメンバーとして尊重される時、相互利益のために、建設的で効率よく、職場環境に貢献しようとモチベーションが上がるものです。私達1人1人がこのような職場環境の創生と維持に役割を担っています。Varexの職場から、ハラスメント、差別、脅迫、いじめや報復がない状態を保たなくてはなりません。従業員やVarexで事業を行う誰でも、このような言動は容赦されません。
Varexは、多様性のある従業員、ビジネスパートナーとその他の利害関係者を有するグローバル企業であることに誇りを持っています。Varexでは、従業員、役員、取締役会メンバーとビジネスパートナーに対して、その他の従業員、ビジネスパートナー、利害関係者を異なる価値や文化を持つ者として尊重し、認めることを期待しています。
会社の従業員、役員、取締役会メンバーやビジネスパートナーは各自、Varexとの関係に関係なく、同僚の異なる基準、言動、信仰に配慮することに責任を負っています。
ハラスメントといじめ
Varexでは、口頭、口頭以外や身体的など、どんな形式であれ、ハラスメント、いじめや脅迫を断じて許しません。Varexの従業員はあらゆる準拠法を守り、良識を持ち、常に他者に対して尊重する気持ちを表さなければなりません。 誰かからハラスメントを受けている、あるいはあなたの仕事を遂行する能力を阻害されていると感じたら、あなたにはその人物に止めるように要求し、そのような行為は不愉快であると、明確かつプロフェッショナルに伝える権利があります。そのような言動や不安を現地のマネジメント、HR部門に報告したり、ホットラインやあなたの居住国の報告手段に相談してもよいでしょう。誠意をもって、ハラスメント、いじめや脅迫の事件を報告した時に、報復は禁じられています。
	質問： 同僚達が宗教について愚弄されているのを見ました。 彼らは何も言っていなかったのですが、私は何かすべきでしょうか？
回答： すべきです。当社では、全従業員が互いに尊重し、思いやりをもった扱いをすることを期待しています。あなた自身が不法あるいは失礼な言動の対象になっていたり、他の誰かがそのような対象になっているのを目撃した場合、現地のスーパーバイザー、マネージャー、HR担当者に相談するか、ホットラインに電話すれば、居住国により可能な報告手段を指示してくれます。


公平な雇用
Varexでは、現在および今後入社の見込みのある全従業員に対して、平等な雇用機会の提供に真剣に取り組んでいます。　当社では、個人のスキル、業績やリーダーシップなどを含む仕事の資格や能力に基づいて雇用決定を行い、当社従業員が世界中で働いている場所のあらゆる現地法と国家法を尊重し、遵守しています。　また、可能である限り、Varexは障害のある方に対して相応の便宜を図っています。
	状況：　あなたはあなたのスーパーバイザーがあなたに対して差別していると感じていますが、スーパーバイザーに何か言えば、もっと問題が大きくなるだけなのではないかと心配しています。
すべきこと：　Varexでは職場での違法な差別を一切禁止しています。このような状況において「指揮系統」に従う必要はありません。現地のスーパーバイザーのマネージャー、HR担当者あるいは現地マネジメントチームのその他のメンバーにあなたの不安を報告するか、ホットラインに電話すれば、居住国により可能な報告手段を指示してくれます。


健康と安全
Varexは健康と安全に関する法律の遵守に真剣に取り組んでいます。全従業員は、職場のケガを最低限に抑え、Varex従業員、ビジネスパートナーやビジターの健康と安全を守るような安全な職場環境の創生と維持に責任を負っています。
	状況： 電気システムの故障のため、あなたはお客様の所に配線をし直すために派遣されました。あいにく、お客様は修理のために計画通りシステムを完全に遮断することができません。必要に応じてシステムの一部を遮断し、あなたはほとんどの仕事を終えました。最後に残ったのは、簡単な配線直し作業でしたが、業務の大きな妨げとなるような遮断が必要です。お客様には、電源を遮断せずにこの作業を行ってほしいと頼まれました。　最低限のリスクで、このお客様の頼みを叶える自信があなたにはあります。
すべきこと：　絶対にこのようなお客様からの頼みをきいてはいけません。Varexの方針でも、安全な職場実践でも、作業をする時には、通電した機械は全て電源を切る必要があります。


職場の安全を確保するため、Varexでは職場での薬物やアルコールの乱用を禁止しています。全従業員は、違法な薬物の使用を禁じる法規則や会社要件を遵守しなければならず、薬物乱用と従業員支援に関するトレーニングプログラムを修了しなければなりません。
従業員と顧客データに関するプライバシー
Varexでは、当社従業員とお客様に属するデータ保護の最高基準を保つことに真剣に取り組んでいます。
Varexでは、当社従業員とお客様に属するデータ保護の最高基準を保つことに真剣に取り組んでいます。従業員のプライバシーと従業員記録と個人情報の秘密厳守の維持は重要です。従業員記録へのアクセスは、有効で合法的な事業関連理由を持つ認定を受けた個人に限定し、従業員記録から得たいかなる情報も、その認定の下でのみ使用が許されます。Varex同僚の個人情報へアクセスを持つ、あるいはそれで作業を行う従業員は、適切に情報を扱い、その守秘義務を守るためにあらゆる予防手段を講じる責任を負っています。従業員は、現地法に従い、自分自身の記録へアクセスできます。
従業員と顧客データを扱う際に、Varexでは、Varexのプライバシーに関する方針に従い、準拠法を遵守しています。一般的に、Varexでは顧客から患者の健康データは受け取っていません。

コミュニティと環境
[bookmark: _Toc327346077][bookmark: _Toc327369131][bookmark: _Toc327463902][bookmark: _Toc332644655]政党寄付
環境保護
会社を代表するコミュニケーション
政党寄付
Varex資金、資産、サービスの寄付や、政党、候補者や、政治活動委員会（「PAC」）へ、あるいは彼らのために便宜を図ることは、準拠法と会社の方針によって制御・規制されています。
いかなる従業員やビジネスパートナーも、米国でもその他の国でも、Varexを代表して行動する際に、政府役員や政党役員、従業員候補者や代理人に対して、直接あるいは仲介人を通してでも、法務部門またはコンプライアンス部門の書面による承認がない限り、ビジネス接待、ギフトや支払を提供してはなりません。数多くの汚職防止法により、不適切に事業を獲得または維持したり、あるいはその他の不正な利益を得るために、海外の政党や海外の政治家候補者への支払いは禁じられています。
さらに、あらゆるVarex従業員とビジネスパートナーは、公務への企業参加を規制するあらゆる準拠法を完全に準拠しなければなりません。
従業員も、ビジネスパートナーも、法務部門の事前承認なく、下記行為を行うことは認められません：(a)Varexを代表して政治的立場を表明する、(b)個人的な見解を伝える際に会社のレターヘッドを使用する、(c) ロビー活動と見なされる可能性のある行動をとる。
これは、当社の従業員、役員や取締役会メンバーが自発的に個人的な政党寄付を行うことや、個人の時間や費用で政党に参加する行為や、議会や政治に関して個人的な見解の表明や、政党活動への積極的参加を抑制したり、禁じたりする目的ではありません。従業員は、一市民としての権利を行使するよう奨励されます。
[bookmark: _Toc332644659]環境保護
Varexは、公衆衛生と環境への妥当な予防手段を提供する方法で事業を実施することに真剣に取り組んでいます。また、Varexは地球の天然資源の保護にも真剣に取り組んでいます。
Varexの環境基準に見合うため、どの施設も、その運営に関して、公衆衛生と環境法へのコンプライアンスを実演しなければなりません。どの施設も、製造や取り扱う材料の性質や危険性について、現地コミュニティとオープンな対話を維持することが期待されます。当社は、会社の製品と施設に関する潜在的な危険に対処するために、コミュニティの意識と緊急対処プログラムを促進する上で、政府当局、業界団体や一般社会とともに積極的に参加する方針です。
会社を代表するコミュニケーション
Varexが正式に指名した者のみが、会社を代表してコミュニケーションを図ることが許されます。どんなコミュニケーションでも疑問を抱いたら、法務部門に連絡して下さい。
あなたの職務により、会社を代表してコミュニケーションをとる必要がある場合でも、広報部門または現地のHR部門からコミュニケーションに関する承認を求めなければなりません。
もしあなたが会社を代表してコミュニケーションをとることをVarexが正式に指名した者でない場合、会社の事業や製品に関してコミュニケーションを図る際は非常に慎重に行動して下さい。製品や財務データに関する表明は、厳しく統制されており、法的制限の対象であることを覚えておいて下さい。これらの法律に違反すると、あなたもVarexも法的責任を負わなければならない結果になる場合もあります。
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利害対立
あらゆるVarexの従業員、役員と取締役会メンバーは、Varexの最大利益のために働く任務があります。忠誠心や活動がVarexの利益と個人的な利益（あるいはその他の人物や企業の利益）を分かつ、あるいは分かつ可能性がある場合に、利害対立が生まれます。また、従業員、役員や取締役会メンバーが個人的なメリットのためにその役割や責任を悪用する立場にある時にも、利害対立が生まれます。利害対立があるように見える場面も避けるべきです。従業員、役員や取締役会メンバーは、適格な判断を用い、Varexの利益と実際あるいは潜在的に対立するような状況を避けるという任務があります。利害対立の例には下記が挙げられます：
· あなたの職務遂行の妨げになるような行動を取る、あるいは出資する。
· あなた自身あるいは親戚のために、不適切なメリット（頼み、ギフト、融資など）を顧客、サプライヤー、請負業者や競合から受け取る、あるいは求める。
· 顧客、サプライヤー、請負業者や競合に投資やその他の事業投資をする。
· 会社の所有物、機密情報、事業機会やその他の資産の不適切な使用や譲渡により利益を得る。
· 従業員自身の利益などのために、Varexが関心のある、あるいはおそらくあると思われる事業機会をVarexから奪う。
· 会社がビジネスを行っている当事者からかなり高価な物を受け取る、あるいはそのような当事者にかなり高額なものを寄付する。
· 会社に属する機会や会社に提示された機会、あるいは会社でのあなたの役職を利用して得たと判明した機会を、個人の利益やメリットして受け取る。
· Varexの顧客や今後顧客となる見込みのある顧客と個人的、職業的あるいは商業的関係があるために、会社にサービスを提供する個人や団体を雇用または雇用維持する。
· Varexの許可なく他の企業に、従業員として、あるいは取締役会メンバーとして雇用関係を持つ、あるいはVarexと競合する。
· 適切な許可なく、取締役会メンバーとして、Varexの顧客、サプライヤー、請負業者や競合の取締役として勤務する、あるいは雇用関係を持つ。
· 会社の方針にさらなる概要が記された通り、関連個人取引（例、共通の執行役員や取締役会メンバーがいるサードパーティとの取引）から直接または間接的に利益を得る。
· 従業員が直接行うことが禁止されている行為を、家族メンバー、代理人やその他のサードパーティを使って行う。
利害対立が存在する可能性があると信じる場合、直ちにあなたのマネージャー、HR担当者あるいは法務部門とその状況について話し合って下さい。
	質問：私の姉は小さな会社を経営しており、会社の製品に使用できる材料を製造しています。彼女と取引するのは禁止されている利害対立にあたりますか？
回答：必ずしも利害対立になるとは限りませんが、取引を開始する前に、マネジメントに取引関係になる可能性を話しておかなければなりません。また、あなたの姉の会社とVarexの取引関係に影響を与えるようなことはすべきではありません。あなたではなく、中立的立場にある人物が、あなたの姉の会社がその材料の最良の提供元であるかどうか決定して下さい。


機密情報
企業秘密とビジネス、財務、技術、特許や個人情報を含む機密情報は、重要なVarexの所有物です。機密情報を意図的あるいは不注意に流出させてしまうと、Varexの業績や競争性を著しく害し、知的所有権、企業秘密や専有情報への当社の権利を損なう可能性があります。従業員、役員および取締役会メンバーは各自、社内外の両方において、Varexの機密情報の不正な開示や使用から守る責任を負っています。機密情報には常に、Varex Imaging Corporation機密情報yや専有情報とラベルをつけておかなければなりません。
	質問：陪審員として召集されました。陪審員には長い待機期間があると聞いたので、新製品の報告書作業を行うためラップトップを持参しようと思っています。許されますか？
回答：情報の安全性が損なわれるような場所へ機密情報を持ち出してはいけません。あなたのコンピューターを見ることができる人が近くにいる場合、機密情報に関する作業を行ってはいけません。また、公的な場所で会社の事業に関する話をするのは避けて下さい（電話での会話を含む）。


インサイダー取引と株式情報の漏洩
重要な非公開（「内部」）情報を自分自身の財務あるいはその他の個人的な利益のために使用し、他者とこのような情報を共有することは、民事法と刑事法の両方に違反する場合があります。内部情報とは、一般投資家が知らない会社に関するニュースのことを指します。会社に関する情報の総体性を変えたり、会社の株価に影響を与えることが合理的に期待されるような場合、内部情報が「重要」であるとみなされます。よくある例としては、将来の収益の計画や予測変更、提案された統合や買収、あるいは大幅な資産売却、増資や再購入、シニアマネジメントの変更、重要な新製品や発見、重要な営業の拡大や削減が挙げられます。
会社に関する重要な内部情報を知っている従業員、役員や取締役会メンバーがその会社の株式を直接あるいは間接的に取引すること（「インサイダー取引」として知られる）は禁じられており、他者にこの情報を開示したり、その会社の株式取引を誰かに薦めること（「株式情報の漏洩」として知られる）も控えなければなりません。他企業に関する情報が、その人とVarexとの関係を通じて個人に知らされる場合に、Varexや他企業に関する情報である場合があります。インサイダー取引や株式情報の漏洩への制限は、従業員や取締役会メンバーの家族メンバーや従業員の同居者、およびこのような人物が管理している、あるいは影響を与える可能性のある口座にも適用されます。
重要な非公開情報を知っている従業員、役員や取締役会メンバーには、さらなる取引制限が課されます。内部情報や有価証券取引に関して質問があれば、法務部門に連絡して下さい。
	質問：私はいとこと話をしていて、次の出張で企業を買収する取引を成立させることを話しました。これは問題になりますか？
回答：問題になります。取引に関わるいずれかの会社の株式をあなたやいとこが取引した場合、あなた達両方がインサイダー取引の容疑で起訴される可能性があります。また、いとこが他の人に情報を渡した場合、あなたも関与していることになります。


[bookmark: _Toc332644669]知的所有権
知的所有権は、Varexの最も貴重な資産の1つです。全従業員は、当社の特許、商標、著作権、企業秘密やその他の専有情報を守らなければなりません。同時に、他者の有効な知的所有権を尊重することも重要です。他者の知的所有権を不正使用することは、Varexおよびその従業員が民事処分や刑事処分を受ける可能性があります。
当社の知的所有権を守るために重要なのは、新製品、サービス、プロセスやソフトウェアに対して、発明や企業秘密となる可能性がないか、他者の知的所有権を侵害していないか、タイムリーかつ合理的に見直すことです。適切な特許保護を確保するため、あらゆる発明は直ちに法務部門へ報告して下さい。
Varexの知的所有権であっても、サードパーティの知的所有権であっても、知的所有権の対象範囲や有効性に関する問題を調査したり、話し合ったりしないで下さい。特許、商標や専有情報などの他者の知的所有権に関する問題については、法務部門に連絡して下さい。


	質問：ある当社製品にもうすぐ新機能が搭載されますが、その機能は競合をしのぐために大いに役立つものとなります。ある大口顧客が今週購入決定をしなければならないので、新機能について今すぐ説明してくれとしつこく迫っています。会社がこの機能の特許を取得しようとしていることは知っていますが、特許出願申請済みかどうか私は知りません。新機能をお客様に見せても構いませんか？
回答：いいえ。特許出願申請前に顧客にその機能を見せてしまうと、会社が特許取得することができなくなってしまう場合があるので、特許顧問に必ず相談して下さい。


企業秘密の開示
連邦営業秘密保護法（「DTSA」）では、個人が(i)違法な疑いがあるため報告または調査する目的で、政府職員や弁護士に内密に知らせる場合、あるいは(ii)かかる申告が捺印されている場合に、訴訟やその他の手続きで申告されたクレームやその他の書類がある場合、企業秘密を開示しても刑事的責任も民事的責任も問われないと定めています。
さらに、DTSAでは、違法の疑いがあると報告した雇用主に対して報復訴訟を申請した個人が、その弁護士に対して企業秘密を開示し、法廷で企業秘密情報を使用してもよいと定めていますが、その場合、その個人が(i) 捺印された企業秘密を含む書類を申請し、(ii)裁判所命令に準じる企業秘密以外の企業秘密は開示しない場合に限ります。
会社の事業機会
従業員、役員と取締役会メンバーは、会社が既に事業機会を提供され、断っていない限り、会社の所有物、情報や役職を利用して見出した事業機会を取得（あるいはサードパーティへ受け渡す）することは禁じられています。より一般的な話をすると、従業員、役員と取締役会メンバーは、会社の所有物、情報や役職を個人の利益のために使用し、会社と競合することは禁じています。従業員、役員と取締役会メンバーは、そのような機会が発生した場合、会社に対して、会社の正当な利益を促進する義務を負っています。
[bookmark: _Toc327369113][bookmark: _Toc327463877][bookmark: _Toc332644674]記録管理と公的報告
Varexでは、会社のあらゆるレベルで維持する情報に基づいて事業決定を行っています。情報が不完全であったり、不正確であると、重大な法的結果や財務結果の原因となりかねません。
Varexは、米国証券取引委員会、米国食品医薬品局や欧州委員会を含む、数多くの政府省庁に対して、タイムリーに、完全かつ正確で理解可能な報告書や納税申告を適切な当局に行い、Varexの活動を正確に反映する会計帳簿を合理的に詳細なレベルで維持するという法的義務を負っています。時に、従業員、役員や取締役会メンバーは、Varexが報告や申請義務を満たすために情報を提供するよう求められる場合があります。全従業員、役員や取締役会メンバーがこの責任を重く受け止め、タイムリーに、完全かつ正確、公正かつ誠実に情報を記録し、報告することを、会社は期待しています。どんな従業員も、いかなる取引や結果の真実に対して意図的に誤解を招くような記述をしたり、虚偽の陳述をしたり、省略したり、偽装したりするような情報を会社の帳簿や記録に入力したり、入力するような原因を作ることは許されません。例えば、従業員が発注書や顧客との契約書に関して、付帯決議を締結したり、承認することは許されません。さらに、資産の説明責任を果たし、一般的に認められている会計原則に従った決算書の準備をする必要に応じて、Varexの取引、評価やフォーキャストを記録し、報告しなければなりません。
	質問：Varexでは、プロジェクト据付が完了したと認定された場合に、顧客からの大口支払いを受けることができます。小さないくつかのアイテムの据付が完了したかどうか分かりませんが、もうすぐ終わることは確かです。年末に近づいてきているので、支払を記帳したいと思っています。今すぐ請求書と認定書を提出してもいいですか？
回答：いいえ、据付が契約書通りに完了したことを確認してからでない限り、請求書や認定書を提出することはできません。


会社のコミュニケーションシステム
Varexでは、従業員の仕事とコミュニケーションの効率と有効性を向上させるため、電子メール、コンピューター、データファイル、電話、ボイスメール、コピー機、商標やロゴなどのようなコミュニケーションツールの使用を仕事目的で提供しています。従業員は、このようなツールをプロフェッショナルかつ倫理的で合法的に使用し、会社の方針に記載されている適格な判断力と裁量を施行することが義務付けられています。
また、全従業員は、会社の方針に従ってVarexコミュニケーションツールを使用することが義務付けられています。あらゆるコミュニケーションは、プロフェッショナルで、誠実かつ正確でなければなりません。従業員は、会社の構内で、事業時間中に、あるいは会社のコミュニケーションツールを使って、相当な私事を行ってはいけません。米国外のVarex各所在地では、より厳しい方針を課していたり、私用での会社のシステムの使用を完全に禁じている場合もあります。このような所在地では、現地法に基づき、メールやその他の電子通信の検査やモニタリングに関して独自の規則を有し、従業員は該当する現地方針を守らなければなりません。
会社の資産の保護と適切な使用
全従業員、役員と取締役会メンバーは、有形資産と無形資産の両方の会社の資産を喪失、盗難、誤用や不適切な開示から守り、かかる資産の有効な使用を確保する義務を負っています。会社の資産の誤用はVarexの採算性に直接影響を与えます。会社の資産は合法的な事業目的のみに使用すべきですが、特定の資産を偶然個人的に使用してしまった場合、その人物のスーパーバイザーの決定に従い、適当であると見なす場合もあります。



修正、改訂と免責
本行動規範は会社の取締役会あるいは取締役会委員会により、適宜修正や改訂される場合があり、修正された1934年米国証券取引所法の開示とその他の条項、この法律の下での規則（「34年法の」）およびNASDAQ証券市場の該当する規則（「NASDAQ規則」）の影響を受けます。会社の執行役員や取締役会メンバーのための行動規範の条項を修正、改訂あるいは免責は、取締役会あるいは取締役委員会によってのみ決定され、34年法とNASDAQ規則の定めるところにより、株主に迅速に通知しなければなりません。
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